
ブラジル連邦共和国

終了時評価報告書

平成１１年５月

国 際 協 力 事 業 団

No.

農 開 技

Ｊ　Ｒ

99－ 20

セラード農業環境保全研究計画

農 業 開 発 協 力 部



序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　ブラジルのセラード農業環境保全研究計画は、平成６年４月19日に署名された討議議事録（R/

D）に基づき、植生・土壌・水資源の動態把握、土壌の化学的・物理的・生物的劣化の原因解明と

対策技術の改善、病害虫の発生実態解明と発生予察法の検討、地力維持・土壌保全型作付体系の

開発によって、セラードの環境との調和を保ちつつ、持続的農業開発を行うための技術を確立す

ることを目的として、平成６年８月１日から５年間の予定で協力が行われてきました。

　プロジェクト協力期間の終了を３カ月後に控え、国際協力事業団は平成11年４月10日から４月

25日までの16日間、農林水産省農業研究センター総合研究官 仲谷紀男氏を団長とする終了時評

価調査団を現地に派遣し、ブラジル連邦共和国側評価チームと合同で、これまでの活動実績につ

いて総合的な評価を行うとともに、今後の対応策などについて協議しました。

　これらの評価結果は、日本およびブラジル双方の評価チームによる討議を経て合同評価報告書

として取りまとめられ、署名のうえ、両国の関係機関に提出されました。

　本報告書は、同調査団の調査および協議の結果を取りまとめたものであり、広く関係者に活用

されて、日本・ブラジル両国の親善および国際協力の推進に寄与することを願うものです。

　最後に、本調査の実施にあたり、ご協力いただいたブラジル政府関係機関およびわが国の関係

各位に厚く御礼申し上げるとともに、当国際協力事業団の業務に対して今後ともなおいっそうの

ご支援をお願いする次第です。
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ブラジルの国土面積の約25％（約２億ha）を占めるセラード地帯は、赤土の酸性土壌地帯であ

るが、地理、地勢、気象などの自然条件からみて１億7000万haが農業適性を持ち、また約１億ha

が栽培可能地帯とされて、ブラジルの農業開発政策上重要な位置づけをされている。

　セラード地域の農業開発は、1970年、ブラジル政府によって開始され、1975年に発足した「セ

ラード開発計画」（POLOCENTRO）をはじめとする各種の開発プログラムが実施されるととも

に、研究部門においても、1975年にブラジル農牧研究公社（Embrapa）の附属機関としてセラー

ド農牧研究所（CPAC）が設立され、生産量の拡大を目的とした研究など、活発な農業生産活動お

よび研究が行われてきた。

　これにより、セラード地域の農業生産は、米、大豆、小麦、フェジョンなど穀類を中心として

面的に拡大し、飛躍的向上が図られることとなったが、他方で、急激な農業開発に伴う環境への

負荷の面に配慮が不十分であったため、一部農地では動・植物の生態系、土壌環境などに悪影響

を及ぼし、連作障害として下層土の緻密化・硬化、新たな病害の発生などの問題が顕在化するこ

ととなった。

　このような状況下、農業生産と環境保全の両立による持続的農業のための技術の確立という新

たな課題について、ブラジル政府は1992年、わが国に対し「天然資源の管理および保全に重点を

置いたセラードの持続的農業開発のための科学的技術支援」を求めるプロジェクト方式技術協力

を要請してきた。わが国はブラジルに対して、セラードにおける生産技術開発に重点を置いた「農

業研究協力計画フェーズⅠ（1977/85）」および生産力向上に重点を置いた「農業研究協力フェー

ズⅡ（1987/92）」にかかる技術協力を実施し、その成果をあげていたためである。

　これを受けて国際協力事業団は、数度にわたる調査を実施したうえで、1994年８月から協力期

間５年間の予定で「セラード農業環境保全研究計画」の技術協力を開始した。

　このたび1999年７月31日のプロジェクト協力期間の終了を控え、５年間の協力実績（見込みを

含む）について、討議議事録（Record of Discussions: R/D）および暫定実施計画（Tentative

Schedule of Implementation: TSI）などに基づき総合的に評価を行うとともに、協力期間終了後

において取るべき対応策について協議し、その結果などについて両国政府関係機関に報告・提言

することを目的として、本終了時評価調査団が派遣された。

　具体的には、日本・ブラジル双方からなる合同評価調査団を構成し、プロジェクトの当初計画、

投入実績、活動実績、プロジェクトの実施による成果・効果、管理運営体制などについて客観的

な評価を行った。

　調査の主な目的は以下の３点である。
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(１)　プロジェクト開始より、1999年７月31日のプロジェクト終了までの実績（予定を含む）

を調査し、その達成度を評価する。

　すなわち、日本・ブラジル双方のこれまでの投入実績の確認を踏まえ、５年間にわたる

協力における目標達成状況の把握、協力効果の測定およびプロジェクト移管の必須条件と

なる自立発展性の判定に主眼を置きつつ、プロジェクトの総合評価を実施する。

(２)　協力期間終了後の取るべき対応策について協議し、その結果を両国政府関係機関に報

告・提言する。

(３)　今後の類似プロジェクトが実施される場合には、より適切かつ効果的に計画策定や実施

がなされるよう、本評価結果をフィードバックさせる。

１－２　調査団の構成

　（氏名） （担当分野） （所属）

　仲谷　紀男 団長・総括 農林水産省農業研究センター総合研究官

／土壌肥料

　渡邊　好昭 生産システム 農林水産省東北農業試験場畑地利用部作付体系研究室室長

　内藤　繁男 植物保護 農林水産省北海道農業試験場生産部病害研究室室長

　田熊　秀行 協力評価 農林水産省経済局国際部技術協力課海外技術協力官

　金子　健二 計画評価 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課課長代理

　内山　泰孝 評価分析 (株)国際開発アソシエイツ
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１－３　調査日程

　1999年４月10日～４月25日

日順 月 日(曜日) 時間 移　動　お　よ　び　調　査
１ ４月 10 日(土) 11:00

10:30
17:00

移動　成田→
　　　→ニューヨーク
移動　ニューヨーク→

２ 11 日(日) 10:31
午後

→ブラジリア
団内打合せ

３ 12 日(月)  9:00
10:30
15:00

JICAブラジル事務所打合せ
在ブラジル日本国大使館表敬
ブラジル農牧研究公社（Embrapa）表敬

４ 13 日(火)  9:00
10:30
14:30

セラード農牧研究所（CPAC）表敬・打合せ
CPAC研究室視察
CPAC試験圃場視察

５ 14 日(水)  9:00
 9:40
11:15
12:00
14:00
15:00
16:15
17:00

第１回合同評価委員会
CPAC研究活動の紹介（Dr. Carlos Magno C. Rocha所長）
プロジェクト活動の紹介（山下リーダー）
農業環境評価分野の研究成果の発表（Dr. Madeira）
土壌劣化分野の研究成果の発表（山下リーダー）
植物保護（浅山専門家）
作物生産システム分野の研究成果の発表（牛■専門家）
派遣専門家との打合せ

６ 15 日(木)  9:00
13:30

カウンターパートによるポスターを用いての研究成果発表会
第２回合同評価委員会（合同評価報告書案の作成）

７ 16 日(金)
10:00
13:30

パラカツにおける現地調査
パラカツ農業協同組合（AIPER）にて打合せ
エントレヒベイロ（Entre Ribeiro）プロジェクトの視察

８ 17 日(土)  9:00
10:00

農業協同組合（COACER）にて打合せ
バイネラス・プロジェクトの視察

９ 18 日(日) 資料整理
10 19 日(月)  9:00

17:00
第３回合同評価委員会（合同評価報告書の内容などの協議）
合同評価報告書署名・交換（於：Embrapa）

11 20 日(火)  8:30 合同委員会（ミニッツ署名・交換、於：Embrapa）
12 21 日(水) 資料整理
13 22 日(木)  9:00

12:00
19:12

JICAブラジル事務所帰国報告
在ブラジル日本国大使館帰国報告
移動　ブラジリア→

14 23 日(金)  7:20 　　　→ニューヨーク
15 24 日(土) 12:15 移動　ニューヨーク→
16 25 日(日) 14:50 帰国　→成田



－4－

１－４　主要面談者

(１)　ブラジル農牧研究公社（Embrapa）

　Dr. Alberto Duque PORTUGAL 総裁

　Dr. Dante Daniel Giacomelli Scolari 理事

　Dr. Francisco J. B. Reifschneider 国際局長

　Dr. Jamil MACEDO 国際局補佐官

（ブラジル側評価チームリーダー）

　Dra. Ariadne Maria da Silva 国際局補佐官

　Dr. Euclides Kornelius 研究開発部補佐官（評価チームメンバー）

(２)　Embrapaセラード農牧研究所（CPAC）

　Dr. Carlos Magno C. da Rocha 所長

　Dr. Eduardo Assad 研究・開発部長

　Dr. Ismael Ferreira Graciano 総務部長

　Dr. Euzébio Medrado da Silva 広報部長

　Dr. José da S. Madeira Neto 研究員

　Dr. Sérgio Mauro Folle 研究員

　Dra. Leide Rovenia M. de Andrade 研究員

　Dra. María Alice Santos Oliveira 研究員

　Sra. Nair Seiko Hayashida 研究員

(３)　Embrapa遺伝資源・バイオテクノロジーセンター

　Dr. José Manuel Cabral de Sousa Dias 広報部長（評価チームメンバー）

(４)　ブラジリア連邦大学

　Dr. Wenceslau J. Goedert 農学部教授（評価チームメンバー）

(５)　カンポ社Companhia de Promoção Agrícola（CAMPO）

　Dr. Álvaro Luiz Orioli 技術部長（評価チームメンバー）

　Mr. Kuniyoshi Yasunaga 役員補佐
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(６)　農務省

　Dr. Ricardo Vilela de Sousa 農村開発局農業生産管理・

振興部総括調整官（評価チームメンバー）

(７)　ブラジル協力事業団（ABC: Brazilian Cooperation Agency）

　Ms. Mariana Tavares Santos 国際技術協力補佐官

（評価チームメンバー）

　Mr. Roberto Fabeni Ricardo Junior 国際協力補佐官（評価チームメンバー）

(８)　在ブラジル日本国大使館

　水谷　　誠 公使

　川名　健雄 一等書記官

(９)　JICAブラジル事務所

　蓮見　　明 所長

　白石　英一 次長

　和田　祐司 職員

　マウロ井上 所員

(10)　CPAC派遣専門家

　山下　忠明 リーダー

　大杉　恭男 調整員

　牛■　英夫 作物生産システム

　浅山　　哲 作物保護

１－５　終了時評価の方法

　日本・ブラジル双方による合同評価調査団を構成し、R/DおよびTSIの記載項目に基づいてプ

ロジェクト目標達成度の判定、協力効果の測定、自立発展の見通しの判定を行う。そのうえで、「評

価５項目」に従って評価を行う。調査にあたっては、専門家およびカウンターパートからの聞き

取りに加えて、カウンターパートによる成果発表会および現地試験圃場調査を実施し、より具体

的な活動内容・実績の把握に努める。

　なお、巡回指導調査団（1997年４月）により指摘・提言された事項については、その後の対応

状況などを詳細に調査・把握するよう努める。
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(１)　調査内容

１）プロジェクトの当初計画

ａ）上位計画との整合性：案件選定時における上位計画（国家開発計画等）や農業政策と

の関連をとらえ、評価調査時点での上位諸計画との整合性およびプロジェクトの上位計

画への貢献度について調査する。

ｂ）当初計画の妥当性：R/D、TSIなどに基づき、これまでの到達状況を考慮し、協力目

標や計画設定の妥当性などを評価する。

２）プロジェクトの投入

ａ）日本側の投入：専門家派遣、機材供与、研修員受入、調査団派遣、ローカルコスト負

担、そのほか各種事業などについて日本側の投入実績を調査する。計画と相違する場合

は原因を考慮し、これら投入の適切さを評価するとともに、帰国研修員の動向や供与機

材の利活用状況・維持管理体制についても調査する。

ｂ）ブラジル側の投入：土地・建物・施設、カウンターパートの配置、運営経費の負担な

どについてブラジル側の投入実績を調査し、計画と相違がある場合には、その原因につ

いて考察する。また、これら投入の適切さの評価も行う。

３）プロジェクト活動

　実施協議調査時に策定された基本計画（R/Dのマスタープラン）、計画打合せ調査時に

策定された詳細暫定実施計画（dTSI）の定めた協力課題に沿って実施状況を調査し、達

成度を判定する。また、目標達成のために貢献した主要な要因、あるいは未達成となるに

至った原因についての考察も行う。

４）プロジェクト実施の効果

　技術面、制度面、経済面、社会・文化面および環境面で、すでに発現している協力効果

の内容、発現の程度および広がりを調査するとともに、長期的な視野に立って将来どのよ

うな効果の発現が期待できるか、受益者の範囲を含めて考察を試みる。また、ブラジル側

カウンターパートや政府関係機関の計画や活動、さらには末端の受益者である生産者にど

のような影響を及ぼしているのかについても考察する。

５）プロジェクトの管理運営体制

　プロジェクト運営組織の行政組織上の位置づけ、その行政能力を調査し、かつブラジル

側投入の調査結果（とりわけスタッフの配置状況等）をもとに、協力期間終了後の自立発

展の可能性を組織的、財務的および物的・技術的などの側面から考察する。また、プロジェ

クト運営のための合同委員会などの委員会の機能およびその活動状況についても調査す

る。
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６）プロジェクト終了後の対応方針

　協力期間終了後の本プロジェクトのあり方についても考察し、日本側およびブラジル側

がそのために取るべき対応策について、判断根拠を付して、評価調査団としての提言を行

う。

(２)　評価５項目による分析

　上記の投入実績、活動実施状況、成果の達成状況、プロジェクト目標の達成状況または

達成見込みの調査による「計画達成度の把握」を行ったうえで、以下に示す「評価５項目

による分析」の観点から評価調査を実施する。

１）目標達成度（Effectiveness）：プロジェクトの「成果」の達成度合い、およびそれが「プ

ロジェクト目標」の達成にどの程度結び付いたかについて評価する。

２）効果（Impact）：プロジェクトの実施によって生じた直接的・間接的なプラス・マイナ

スの効果について評価する。

３）実施の効率性（Efficiency）：プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度

を把握し、手段・方法・期間・費用の適切度について評価する。

４）計画の妥当性（Relevance）：プロジェクト開始にあたり設定した上位目標、プロジェ

クト目標、成果が、終了時評価の時点においても妥当であるか否かを評価する。

５）自立発展の見通し（Sustainability）：協力が終了した後、協力プロジェクトによっても

たらされた成果や開発効果が、ブラジル側独自で持続的に拡大再生産されていく可能性に

ついて（実施機関の運営管理、財務、施設機材の維持管理、技術、人材などの諸側面から

の調査を含む）評価する。
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第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約

　本終了時評価調査団は、ブラジル側評価チームと合同で「セラード農業環境保全研究計画」の

評価を行った結果を英文合同評価報告書（資料１）に取りまとめ、合同評価調査団として、両国

政府関係当局に提言した。その要旨は以下のとおりである。

(１)　プロジェクトの成果

　セラードにおける持続的農業技術を通じた環境維持および農業生産性の向上を図ること

を目標とした本件協力は、派遣専門家とブラジル側カウンターパートの緊密な協力関係の

もとに、当初計画に沿ったが日本・ブラジル双方の投入を通じて、効率的に技術移転が実

施されてきた。討議議事録（R/D）の基本計画がめざした成果は、協力期間終了時（1999

年７月末）にはおおむね達成予定であり、セラード農牧研究所（CPAC）における持続的

農業技術開発にかかる研究能力は著しく向上したと判断する。

　したがって、本件に対する日本側の技術協力は当初の５年間で終了することとする。

　主要課題は、農業環境資源評価、土壌劣化の改善、病害虫の総合防除、機能性輪作作物

および大豆の持続的生産技術の導入を通じた土壌の改善であった。その協力成果は次のと

おりである。

１）農業環境資源評価

　リモートセンシング技術および生態学的アプローチにより、自然植生資源および土地利

用状況を計量化し、持続的農業開発のための評価がなされた。自然資源保全のために、土

壌浸食の精密測定および水質評価システムが確立された。

２）土壌劣化の改善

　セラード土壌が強酸性および低い肥沃度を特徴とすることを確認した。持続的作物生産

のために、緑肥や不耕起栽培の導入といった土壌管理の改善が図られた。土壌化学・生物

学的特性の改善のためにフィールド調査を行い、その結果に基づく提案が有益な知見をも

たらした。重機による土壌圧密化問題は、高度な耕起システムの開発により解決に向け研

究が継続中である。

３）病害虫の総合防除

　土壌病害の基本的な生態、生理および防除対策を明確化した。大豆害虫および線虫の生

物防除技術を改善・開発し、熱帯果樹の害虫およびそれらの天敵を確認した。

４）機能的輪作作物および持続的大豆生産技術の導入を通じた土壌の改善

　セラードの環境に適合した高リン酸吸収能作物を選抜し、機能性輪作作物としてのパー

ルミレットを導入した大豆生産技術を、持続的栽培法として開発した。
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(２)　評価５項目による分析

１）目標達成度

　円滑かつ効果的に進められた共同研究活動と技術移転の結果、大部分のプロジェクト目

標は達成された。これは、①各研究課題が解明されて目標とした技術が確立され、その技

術移転が行われた、②計画どおりに機材が供与され、良好な保守管理下で効果的に利用さ

れた、③カウンターパート研修計画がほぼ計画どおり実行され、また現地での研究指導に

より彼らの研究能力が向上した　　ことによる。

　目標達成度に貢献した要因としては、日本側の指導力、ブラジル側の管理体制整備とカ

ウンターパートの適切な配置のほか、適切な計画策定と軌道修正が行われたこと、他機関

と密接な連携で効率的に研究を進めたことがあげられる。

２）効果

　効果の内容は、①４技術分野の研究活動を通じて、環境保全型持続的農業のための革新

的技術を提供した、②多くの技術情報を蓄積し、CPACと州の農業研究・普及機関との

パートナーシップ強化の機運を作った、③セラードの農業開発地域が安定的に拡大し、地

域経済の発展が期待される、④インディオ住民の文化と家族規模の農業継承にも貢献する

であろう、⑤セラードの急速な開発による環境破壊を防ぎながら、農業生産のさらなる向

上に貢献する　　などである。

　この結果、CPACの研究資質・装備・管理能力が向上して、協力終了後もブラジル側だ

けで研究を継続して成果をあげ得る状態になった。またプロジェクトの成果はブラジルの

セラード地帯だけでなく、南米の大豆生産地域全体に適用でき、21世紀における世界の食

糧問題の解決に大きく貢献すると期待される。

３）実施の効率性

　日本・ブラジル双方の投入は、中間評価でTSIの一部変更はあったものの、基本的には

当初計画に従って実行され、プロジェクトはスムーズに運営されて、目標達成に大きく貢

献した。大部分の研究項目は、おおむね投入規模に見合った成果を産出し、なかには投入

規模を超える成果の得られた研究項目もあった。

４）計画の妥当性

　ブラジルの農業にかかる国家計画、連邦政府の農業研究の統轄機関である農牧研究公社

（Embrapa）の研究基本方針、本プロジェクトの実施機関であるCPACの研究目標はいず

れも妥当であり、本プロジェクト開始後現在まで変わっていない。プロジェクト目標は、

これら上位目標と合致しており、妥当性が認められる。

５）自立発展の見通し

　組織的自立発展は、資質の高い研究者の配置、ほぼ100％の定着率、サポート部門の充
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実、管理運営体制の整備、高い管理運営能力などからみて可能であろう。財務的自立発展

はブラジルの厳しい経済情勢および国の財政事情からみて、見通しを立てにくく、楽観は

許されない。物的・技術的自立発展については、適正な技術が移転され、定着かつ活用さ

れていること、供与機器も効果的に利用され、保守管理もきわめて良好であること、また

研究者の層の厚さや管理能力などからみて、可能と考えられるが、近い将来に多くの研究

者が集中的に定年退職する可能性があり、研究後継者養成に若干の懸念がある。
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第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯

３－１　相手国の要請内容

(１)　プロジェクト名：セラード農業環境保全研究計画（The Project for Sustainable

Agricultural Development and Natural Resources Conservation in Cerrados）

(２)　要請機関名：ブラジル農牧研究公社（Embrapa）

(３)　実施機関名：セラード農牧研究所（CPAC）

(４)　協力機関名：マラニョン州農牧研究所（EMAPA）

トカンチンス州立大学（UNITINS）

(５)　プロジェクト目的

１）上位目的：セラード地域の再生可能天然資源を調和的、永続的な形で合理的に利用しつ

つ、基礎的食糧の供給および輸出可能産品の生産性を高める。

２）直接目的：環境に対するインパクトを最小限に食い止め、天然資源を保全する総合的農

牧業開発のためのセラード生態系の合理的利用技術を確立する。

(６)　期待される効果

１）不適切な管理により悪化した集約的農業地域の環境の改善および生産回復システムの確

立

２）永年性森林種を優先し、環境へのインパクトを最小限に食い止める生産システムの確立

３）環境悪化防止技術を伴う生産システムの確立

４）移動式農業を回避し、生産性を高める先進的技術システムの確立

５）関係機関の日本での研修（25名 /５年間）による研究レベルの向上

６）プロジェクトの実施に要する機材供与による研究施設および機能の充実

(７)　協力内容

１）長期専門家　　３名/年

　　短期専門家　　８名/年

２）研修員受入　　５名/年

３）機材供与　　200万ドル
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(８)　研究内容

　プロジェクト活動は、CPACの研究計画に総合的に含まれるが、本件プロジェクトに関

する研究計画は次のとおりである。

１）社会経済と天然資源の評価プログラム

ａ）気象資源、土壌、地質学、岩石学、地形学、動物学、社会経済学などにかかる基礎研

究

ｂ）リモートセンシング利用技術などの現状分析処理方法

ｃ）新技術の移転と社会経済インパクト評価

ｄ）利用可能な原生植物の調査・評価

ｅ）セラード生態系の構造要素の動向・影響についての調査

２）社会経済と天然資源の利用プログラム

ａ）土壌肥沃度：土壌酸性度、土壌肥沃度に関する調査と障害土壌の回復方法の開発、耐

性品種の選定

ｂ）土壌生物学：施肥効果を高めるための生物学的方法の開発（窒素固定・菌根菌）

ｃ）土壌保全および管理：土壌の保全的、持続的、効果的管理法の確立

ｄ）灌漑農業：効率的利用のための生産要素の調査

３）セラードのための生産システムプログラム

ａ）地域の気象、土壌に関する遺伝資源の開発

ｂ）被害を受けた作物、線虫、病気、害虫などの総合的管理技術の開発（生物学的防除）

ｃ）牧草の回復技術の開発

３－２　暫定実施計画および詳細年次計画

　1994年４月に実施協議調査団が派遣されてブラジル側関係者との間にR/DおよびTSI署名が交

わされ、同年８月からプロジェクトが開始された。

　さらに、1995年５月に計画打合せ調査団が派遣され、ブラジル側関係者とともにR/Dのマスター

プランおよび TSIに基づく詳細暫定実施計画（detailed Tentative Schedule of Implementation:

dTSI）を取りまとめ、署名交換を行った。詳細暫定実施計画の内容は資料２のとおりである。

３－３　協力実施プロセス

　ブラジル政府の要請を受け、日本側は調査団を派遣し、要請内容の確認、プロジェクト基本計

画にかかる詳細調査、実施協議、討議議事録（R/D）の署名、プロジェクト協力開始後の詳細実施

計画の策定を実施した。

　協力期間の中間点に、プロジェクトの進捗状況の把握と評価、それに基づく問題点の指摘を行
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い、さらに協力期間の終了に向けての特別セミナー開催に関する調整、協力期間終了後の対応方

針決定にかかる情報収集を行った。

(１)　事前調査

１）調査期間　1993年７月17日～７月31日（15日間）

２）団員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　蘭　　道生 総　　括 農林水産省熱帯農業研究センター環境資源部部長

／土壌肥料

　　　　國安　克人 作物保護 農林水産省農業研究センター病害虫防除部土壌病害

研究室室長

　　　　國分　牧衛 生産システム 農林水産省農業研究センター作物生理品質部豆類栽培

生理研究室室長

　　　　志野　尚司 協力企画 農林水産省経済局国際部国際協力課海外技術協力官

　　　　武下　悌治 業務調整 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

３）調査内容

　要請の背景・内容などの詳細を確認するため、ブラジル側関係機関との協議およびセ

ラード地域の農業事情などの調査を実施し、プロジェクト方式技術協力の妥当性を確認し

た。また、協力の対象として、土壌劣化、連作障害、作物生産システムが適当であると判

断し、ブラジル側の合意を得て、ミニッツの署名・交換を行った。

(２)　長期調査

１）調査期間　1993年 11月 27日～12月 20日（24日間）　

２）調査員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　鈴木　正昭 土壌肥料 農林水産省国際農林水産業研究センター海外情報部

国際研究情報官

　　　　松田　　泉 生産システム 農林水産省農業環境技術研究所環境生物部寄生菌動態

／作物保護 研究室室長

　　　　武下　悌治 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

３）調査内容

　専門的視点からCPACの研究施設、内容および運営体制ならびにセラードにおける農業

環境上の問題把握などの現地調査を実施し、プロジェクトの活動項目（案）を作成し、レ
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ターとして残し、ブラジル側の合意を得た。

(３)　実施協議調査

１）調査期間　1994年４月９日～４月23日（15日間）

２）団員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　久保田　徹 総　　括 農林水産省農業環境技術研究所環境資源部部長

　　　　松山　暁美 協力政策 外務省経済協力局技術協力課課長補佐

　　　　上村　幸正 土壌肥料 農林水産省四国農業試験場企画連絡室総合研究チーム

／生産システム 長

　　　　國安　克人 作物保護 農林水産省農業研究センター病害虫防除部土壌病害

研究室室長

　　　　武下　悌治 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

／業務調整

３）調査内容

　ブラジル側との協議の結果、活動項目、実施体制、責任分担などを定め、1994年８月１

日から５年間の予定で協力を実施することとし、日本側調査団長、ブラジル協力事業団

（ABC）長官、ブラジル農牧研究公社（Embrapa）総裁の三者間で、プロジェクト実施に

かかるR/Dおよび TSIの署名・交換を行った。

＜活動対象とする協力分野＞

ａ）セラードの農業環境資源の動態の評価

ｂ）土壌劣化の原因解明と対策技術の開発

ｃ）病害虫防除対策の改善

ｄ）環境保全型生産システムの改善

(４)　計画打合せ調査

１）調査期間　1995年５月26日～６月９日（15日間）

２）団員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　山下　忠明 団長／土壌 農林水産省国際農林水産業研究センター沖縄支所所長

　　　　八重樫　博 作物保護 農林水産省農業環境技術研究所環境生物部微生物

管理科科長
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　　　　持田　秀之 生産システム 農林水産省九州農業試験場畑地利用部作付体系研究室

室長

　　　　三嶋　英一 業務調整 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

３）調査内容

　プロジェクトの実施体制、調査時点での問題点などの確認を行うとともに、R/Dのマス

タープランおよびTSIに基づく詳細暫定実施計画、協力期間内の具体的目標、活動、運営

計画をミニッツとして取りまとめ、調査団長とEmbrapa総裁との間で署名・交換を行っ

た。

(５)　巡回指導調査

１）調査期間　1997年４月６日～４月20日（15日間）

２）団員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　伊藤　　信 総括／土壌 農林水産省九州農業試験場土壌肥料部部長

　　　　渡邊　好昭 生産システム 農林水産省東北農業試験場畑地利用部作付体系研究室

室長

　　　　西　　和文 作物保護 農林水産省九州農業試験場地域基盤研究部病害生態

制御研究室室長

　　　　小峰　賢哉 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

３）調査内容

　協力期間の折返し点に際し、プロジェクトの進捗状況の把握と評価、問題点の指摘、必

要な軌道修正などにより後半のプロジェクト運営をより適切なものとするため、プロジェ

クト活動のそれまでの実施状況および以後の活動課題、調査時点での評価、ならびに最終

到達目標について協議を行い、その結果をミニッツとして取りまとめ、ブラジル側と署

名・交換を行った。

(６)　運営指導調査

１）調査期間　1998年 11月 26日～12月６日（11日間）

２）団員構成

　　　　（氏名） （担当分野） （所属）

　　　　久保田　徹 総　　括 社団法人国際農林業協力協会技術参与

　　　　小峰　賢哉 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課
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３）調査内容

　最終年度に実施を予定している特別対策セミナーにかかる関係機関との調整、協力期間

終了後の方策としてNGOとの連携などの可能性にかかる調査、さらに終了時評価調査を

控えたプロジェクト活動の現況調査を行い、今後の対応方針などについて現地関係者との

意見交換および情報収集を行った。

３－４　中間評価結果とフィードバックの状況

(１)　中間評価結果

　協力期間の折返し点に際し、後半のプロジェクト運営をより適切なものとするために巡

回指導調査団を派遣し、中間評価を行った。その結果は次のとおりである。

１）プロジェクト活動は、両国の友好的・協力的な関係のもと、順調に推移していることが

確認された。残り２年余の協力期間の活動においても、本プロジェクトの成果が確実なも

のとなるよう、引き続きこの友好的な協力関係を継続していくよう努めることで合意を得

た。

２）具体的なプロジェクトの活動状況については、TSIおよび詳細活動計画の各活動項目ご

とに「現在までの実施状況」「今後の実施課題」「現時点の実績・評価」および「最終到達

目標」を、CPACの所長、技術部長らと協議し、表3－1のように取りまとめた。これに

基づき、各活動項目ごとのすべてのカウンターパートおよび専門家から聞き取りを行い、

これにより日本側、ブラジル側の双方で、順調に事業が展開されていることが確認され

た。しかし、害虫の生物的防除研究の重要性がいっそう増したため、“病害専門家の長期

派遣期間を３年で打ち切り、代わりに害虫専門家を長期派遣する”ことにTSIを変更し、

それ以外にTSIなどの変更をする必要はないと判断し、合意を得た。

　これらの活動実績、評価結果および最終到達目標に若干の提言を加えて、ミニッツに取りまと

め、Embrapa総裁と団長との間で署名・交換を行った。提言として合意された事項のうち、特記

すべきものとしては、①日本側から派遣される短期専門家について、その活動と成果の発現に必

要となるべき十分な派遣期間を確保すること、②カウンターパート研修について、帰国後に日本

での研修成果を記録・共有するため、報告書の提出や報告会の開催などの措置をとること、があ

げられる。
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(２)　協力課題別中間評価結果とフィードバック状況

　各協力課題の中間評価結果およびフィードバックの状況は以下のとおりである。

１）セラードの農業環境資源の動態評価

ａ）植生と土地利用状況の把握

　リモートセンシング技術および生態学的手法の導入を図り、それらを定量的に評価す

る計画が立てられた。リモートセンシング機器およびランドサット電子情報テープが整

備され、短期専門家による「リモートセンシングによる広域土壌・植生調査の手法」の

技術移転および「リモートセンシングによるセラード地域の土地利用土壌劣化の把握手

法」の導入・指導と実態解析が実施された。さらに、生態学的手法により「農業開発イ

ンパクトが植生資源に及ぼす影響評価の手法開発と実態調査」が実施され、植生資源の

評価が行われた。また、カウンターパート研修によりリモートセンシングおよび生態学

的手法の導入と実態解析が計画どおり進捗し、植生・地形評価地図の作成など開発事業

の現場にも役立つ成果をあげている。リモートセンシング技術については、機材供与、

技術移転、活動実績とも実施計画どおりと判断された。

　土壌・景観調査へのリモートセンシング技術適用手法について、農業環境技術研究所

においてカウンターパート研修を実施した。

ｂ）土壌浸食の実態調査

　セラード畑地土壌を調査対象とし、土壌浸食の実態を調査した。土壌浸食は土壌と地

形の特徴から推定可能とされるが、大区画農地の場合は光波式測距儀による極微地形の

経時的変化の観察が有効な方法で、光波式測距儀を整備するとともに短期専門家による

「光波式測距儀による大区画圃場の土壌浸食計測法の開発」が実施された。このなかで、

光波式測距儀による微地形計測技術および土壌浸食計量手法の指導・技術移転が行われ

た。微地形計測値から土壌浸食量を算定するデータ処理ソフトの利用技術は日本・ブラ

ジル農業開発会社の専門家に継承された。データ処理ソフト使用法の技術移転のため、

カウンターパートの本邦研修が必要である。

　土壌・景観調査へのリモートセンシング技術適用手法習得を目的に農業環境技術研究

所においてカウンターパート研修を実施した。

ｃ）水資源および水質の実態評価

　セラード開発に伴う水質汚濁の点検を目的として集水域を対象に河川水の水質を分析

するため、水質分析機器を整備し、カウンターパート研修、水質調査技術の移転を行っ

た。これにより開発畑作地域の水質変動がいっそう正確に把握できるようになった。

　これにより、野菜栽培地域などの地下水水質調査の必要が明らかにされた。
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２）土壌劣化の原因究明と対策技術の開発

ａ）土壌生産力阻害要因の解明と対策技術の改善

　土壌劣化を防止する土壌管理技術を開発するため、土壌分析機器が整備され、短期専

門家による「セラード畑地の土壌物理的劣化の調査」が実施されるとともに、長期専門

家による「機械による土壌圧密層破壊効果の土壌物理、化学性面からの解析」が進めら

れた。大型機械の走行による土壌圧密化の実態を明らかにし、その効率的破壊法が検討

された。持続的耕耘システムを開発するため、「耕耘作業機の性能テスト法の導入・指

導および本邦農業機械２機種のセラード土壌適応性テスト」が実施された。これらにあ

わせて、牽引力測定装置を試作し、作業エネルギー効率の評価が可能となった。

ｂ）土壌の化学的、生物的劣化の解明と土壌養水分供給能の改良

　土壌劣化を化学的、生物的に診断し、効率的に改良するため、土壌理化学性の分析機

器、土壌水分計測機器の整備を行った。また、短期専門家による「セラード土壌におけ

る土壌小動物生息分布の基礎調査」が実施された。土壌養水分供給能の改良の問題につ

いては窒素を中心とする養分供給能の向上について研究を進展させている。

　有機物、珪酸資源供給による土壌の化学性、養分供給能の向上技術の確立をめざす研

究を実施している。

３）病害虫の防除技術の改善

ａ）連作などに起因する病害虫の発生生態の解明

　連作の増加や新しい生産システムの普及に伴って病害虫の発生様相にも変化が見ら

れ、ダイズ茎かいよう病やダイズシスト線虫の発生が見られる。そこで、短期専門家に

よるセラードにおける病害の実態調査が行われた。

ｂ）土壌伝染性病害の制御技術の改良および耕種的防除技術の開発

　長期専門家による「土壌伝染性病害の生理生態学的研究と圃場管理による制御」に関

する研究が進められ、ダイズ茎かいよう病菌の楊枝培養法を利用した抵抗性検定、柄胞

子の大量培養法の確立とそれを利用した圃場接種法が開発された。また、「集約灌漑農

業下の病害発生実態調査」が行われ、Rizpctonia solaniが大豆、インゲンの初期病害

として重要であることが発明した。

ｃ）生物的防除および発生予察の導入による虫害総合防除技術の改善

　セラード地域においてもダイズシスト線虫による被害が広がっている。天敵細菌の導

入による「線虫の生物的防除」技術の確立に向け研究を行った。日本より天敵細菌

Pasteuria nishizawaeを導入し、その増殖法の改善も行っているが、実用化にはさら

に効率的な増殖法を確立する必要がある。
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４）持続的作物生産システムの開発

ａ）強酸性、低リン酸土壌、旱魃などセラード環境に適応した作物の選抜と導入

　セラードの酸性土壌、低肥沃土壌など環境ストレスに適応し、下層土の改良、土壌有

機物の富化、雑草制御など耕地の物理性、化学性、あるいは生物的条件を改良し、連作

障害を軽減する機能を持つ作物の選抜・導入を目標にしている。このため、短期専門家

による「セラード地域作付体系の実態調査および土壌改良作物解析手法の導入」の活動

を実施した。また、「土壌リン可溶化植物の検索」では根圏土壌と非根圏土壌のリンの

形態、存在量の差異から作物種のリン吸収の特異性を推定する手法を導入した。これら

の活動の結果、土壌中で不溶化したリンを機能作物により吸収し、主作物に再利用させ

る可能性を明らかにした。機能性作物導入による長期的作付体系と合理的土地利用を進

める必要がある。

ｂ）輪作、緑肥作物などの導入による作付体系の開発

　主作物としての大豆を中心に降雨のある限られた栽培期間のなかで連作障害を軽減す

る機能性作物を導入した作付体系の開発を目標にしている。「大豆と機能性輪作作物と

の組み合わせ栽培法の開発」の研究の結果、大豆とパールミレット、エンバク、ヒマワ

リ、緑肥フェジョンの組合せのうち大豆後作に導入したパールミレットが大豆増収に最

も大きな効果があり、同時に土壌への有機物供給にも効果のあることを明らかにした。

　機能性輪作作物として効果の大きいパールミレットについてセラードに適応可能な品

種を選抜するため、国際半乾燥熱帯作物研究所（ICRISAT）からパールミレット遺伝資

源を導入し、増殖・評価を行っている。ヒマワリなど他の作物についても機能性の評価

されるものがみられるが、実用化技術としてパールミレットとの組合せが最も有望であ

り、大豆との輪作栽培技術の確立を最も優先して進めるべきである。

３－５　他の協力事業との関連性

　本プロジェクトは、その前身にあたる「ブラジル農業研究協力計画（フェーズⅠおよびⅡ）」以

来、「日本・ブラジルセラード農業開発協力事業（PRODECER）」とは「農業開発」および「技術

協力」というセラード開発の車の両輪として、密接なつながりを持っている。

　現在、このPRODECER事業の試験事業地への技術指導は、JICAから現地の実施機関である日

本・ブラジル合弁会社「CAMPO社」に個別に派遣された４名の専門家が行っているが、同社が

受託している「環境モニタリング」も含め、専門的な調査については、本プロジェクトの実施機

関であるCPACに再委託されており、カウンターパートである研究者がその任にあたっているた

め、情報交換や材料提供を通じて密接にかかわっている。

　関連協力事業の展開は、以下のとおりであった。
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(１)　1977～ 1985年「農業研究協力計画　フェーズⅠ」

(２)　1979～ 1983年「農業研究協力事業・第１期試験的事業」

(３)　1985～ 1990年「農業研究協力事業・第２期試験的事業」

(４)　1987～ 1992年「農業研究協力計画　フェーズⅡ」

(５)　1995～ 2000年「農業研究協力事業・第３期試験的事業」
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第４章　投入実績および達成状況第４章　投入実績および達成状況第４章　投入実績および達成状況第４章　投入実績および達成状況第４章　投入実績および達成状況

４－１　日本側投入

(１)　専門家派遣

　協力期間中の長期・短期専門家派遣実績は、資料３の別表－１および２のとおりであ

る。

(２)　研修員の受入

　協力期間中の研修員受入実績は、資料３の別表－３のとおりである。

(３)　機材供与

　協力期間中の主要供与機材を資料３の別表－４に示す。

　年度別の供与額は次のとおりである。

　　実　績　額 1994年度（平成 ６年度）　4549万 9000円

1995年度（平成 ７年度）　4204万 5000円

1996年度（平成 ８年度）　6362万 1000円

1997年度（平成 ９年度）　3277万 7000円

1998年度（平成10年度）　4591万 3000円

1999年度（平成11年度）

(４)　ローカルコスト負担事業

　ローカルコスト負担では、一般現地業務費に加え、作物保護の分野で使用するガラス室

の応急対策による修繕およびEmbrapa/CPAC主催による国際熱帯サバンナシンポジウム

の開催を行った。また、技術交換事業としてのインドの国際半乾燥熱帯作物研究所

（ICRISAT）からパールミレットの品種導入を行った。

　日本側のローカルコスト負担事業は次のとおりである。

　　応急対策費 1995年度（平成 ７年度）　250万円

　　特別対策セミナー 1995年度（平成 ７年度）　403万 7000円

　　技術交換事業 1996年度（平成 ８年度）　309万 7000円

　　一般現地業務費 1994年度（平成 ６年度）　307万 2000円

1995年度（平成 ７年度）　500万円

1996年度（平成 ８年度）　760万円

1997年度（平成 ９年度）　460万円
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1998年度（平成10年度）　513万円

1999年度（平成11年度）　864万円

４－２　ブラジル側投入

(１)　カウンターパートの配置

　協力期間中のカウンターパートの配置は、資料３の別表－５のとおりである。

(２)　土地、建物、圃場等

　リーダー、業務調整員事務室、専門家執務室（分野ごとの共有）、実験室（共有）、試験

圃場、ガラス室などが日本人専門家に提供されている。その他の所内施設（講堂、幹部室

附属会議室、講堂小会議室等）も事前に予約を入れておけば問題なく使用できる。CPAC

では、1996年よりパソコンLAN（ローカルエリアネットワーク）が整備され、研究者に

はパソコンが配置され、ほとんどの事務連絡は e-mailで行われている。また、Embrapa

本部と外部との情報の交換もインターネット経由で容易に行うことができる。現在、プロ

ジェクト執務室のすべてのパソコンはLANに接続されており、外部との報告・連絡・情

報収集が飛躍的に向上し、プロジェクトの運営促進に非常に寄与している。CPAC敷地内

の建物は配置図を参照（資料４）

(３)　運営費

　協力期間中にブラジル側実施機関が本プロジェクトに投入した運営費は、資料３の別表

－６のとおりである。

(４)　日本人専門家に対しての便宜供与

　CPACより家具類が長期専門家に貸与されている。また、CPAC専用の通勤バスを利用

できる。
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第５章　活動実績および達成状況第５章　活動実績および達成状況第５章　活動実績および達成状況第５章　活動実績および達成状況第５章　活動実績および達成状況

５－１　セラード地域における農業環境資源の評価

(１)　植生と土地利用分布の把握

　農業開発が近年開始されたマラニョン州バルサス南方のマンダカル地区を対象に地質、

地形、土壌、植生の調査とあわせ、ランドサットTMデータの解析を実施し、土地評価に

おける衛星データの利用の実用性を明らかにした。この技術の導入により、対象とした農

業開発地域４万haの地質、地形、土壌、植生を図化し、わずか13地点での実地の植生調

査を行っただけで環境資源評価を可能にした。

　また、農業開発が農業環境と自然環境に及ぼす影響を植生面から評価する手法として雑

草の種の動態を把握することが有効な手法であることを明らかにした。セラード農牧研究

所（CPAC）構内を対象とした調査では、21科、119種の雑草を確認し、これは全草種の

60～ 70％と推定された。1978年には10種であったのと比較すると、この20年間に急激

な雑草種の侵入が起きていた。侵入雑草の60％以上はブラジルを含む熱帯アメリカ原産の

種であった。

(２)　土壌浸食の実態把握

　広大な面積で生じる土壌浸食量を正確に測定するために、反射プリズムを用い、近赤外

線の発射と感知により、２㎞離れてミリメートル単位の測定精度を可能とする光波式測定

儀（インテリジェントトータルステーション）による測定技術の導入を行った。これによ

り、３次元座標測定結果をコンピューターソフトに読み込み、地形学的および数学的処理

により等高線マップを作成した。この方法で0.1ｍ間隔の等高線図の作成が可能となった。

(３)　水資源および水質の実態評価

　河川水水質のモニター手法の導入とセラード地表水水質の評価、集約農業地域の地下水

硝酸汚染の調査を行った。農業が閉鎖系水域の富栄養化に及ぼす影響は少なく、地下水の

硝酸態窒素濃度も低く、農耕地を通過する前後に塩類濃度の増加はわずかにあるものの、

灌漑水として問題になる程度ではなかった。

　また、セラード水系水質は塩素、イオウなどの成分含量が低く、既存のイオンクロマト

グラフでは分析困難な成分も多いので、分析限界の向上を図るため、高精度に多成分の分

析が可能である ICP発光分光分析法による分析技術を導入した。



－25－

５－２　土壌劣化の原因究明と対策技術の開発

(１)　土壌生産力阻害要因の解明と対策技術の改善

　セラードの大規模農法下における土壌物理性劣化の実態を把握し、従来のロータリー

ディスク中心の耕耘方式では下層土の圧密化が進行していること、また、セラードの代表

的土壌ラトソルでは膨潤収縮性に乏しいため土壌圧密が起こり、根の伸張が阻害されてい

ることを明らかにした。

　土壌圧密問題を軽減し得る耕耘システムを開発するため、作業機の選択、土壌条件、燃

費などから最適システムを追求し、モールドプラウ、サブソイラーによる処理が土壌膨軟

化効果が高く、作物生産量を顕著に増加させることを明らかにした。また、日本製バイブ

ロサブソイラーは既存のサブソイラーよりも圧密層破壊の深さが大きく、増収効果も高い

ことなど、セラード土壌に最もよく適合していることが認められた。

　また、不耕起栽培がセラードにおいても急速に拡大しつつあるが、不耕起栽培を始める

前にモールドボードプラウやサブソイラーで深層まで膨軟にする必要があり、極表層の圧

縮層に対しては、不耕起栽培期間中にチゼルプラウやサブソイラーによる圧縮層の破壊が

必要であることを明らかにした。

(２)　土壌の化学的・生物的劣化の解明と土壌養水分供給機能の解明

　土壌の化学的劣化防止対策として、珪酸質資材の投入を行い、作物生産への効果は陸稲

≦大豆＜トウモロコシの順に効果が認められた。また、セラード土壌の有効珪酸含量は日

本の赤黄色土のおおよそ1/3～ 1/6に相当することが明らかになった。

　土壌の化学的・生物的劣化に対する緑肥作物として、緑肥作物－トウモロコシ－大豆の

輪作体系では、マメ科（ムクナ、クロタラリア、フェジョンブラボド）、禾本科（ミレッ

ト）、アブラナ科（ガンズ）などが有望であった。これらの作物の土壌中での窒素無機化

特性や養水分の供給機作を明らかにした。また、不耕起栽培が土壌の化学性、物理性に及

ぼす影響についても解析を行った。

　セラード土壌の微生物、小動物などの生物的特性については、原野土壌は畑地、牧野な

ど管理された土壌より種多様性は高いが、生息密度は大豆畑で最も高く、これは新たな有

機物の供給と関連があった。また、牧野ではProstigmata前気門類（ケダニ類）の密度が

高く、これは家畜の存在によるものであった。

５－３　病害虫防除対策の改善

(１)　連作障害に起因する病害虫の発生生態の解明

　ブラジル側カウンターパートによって以下の研究が実施された。
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１）bean pod mottle virusの種子伝搬に関する研究

２）bean golden mosaic virusの疫学的研究

３）糸状菌の分類、特に炭素病菌およびフザリウム菌についての分子生物学的手法による同

定

４）パールミレットさび病の疫学的研究

　分子生物学的手法を用いた研究は関連機器の整備が不十分なことから、カウンターパー

トの本邦研修により、その技術移転が行われた。

(２)　土壌伝染性病害の制御技術の改善および耕種的防除技術の開発

　大豆主要病害のダイズ茎かいよう病について、Phomopsis phaseoli f. sp. meridionalis

の病原力に関する一連の基礎研究がなされた。病原力の検定には楊枝接種法が最適である

こと、培養期間６日目の若い菌体でその病原力が最も強いこと、さらに病原菌の採集地点

によって病原力に差異がみられることなどが明らかとなった。その基礎データに基づい

て、抵抗性検定のための菌株の選抜や楊枝接種法の改善などにより、「I t i q u i r a」

「Emogopa306」などの品種・系統が本病原菌に対して抵抗力を持つことが明らかになっ

た。

　一方、セラードの灌漑地域の大豆およびフェジョンについて、稚苗期における土壌病害

の実態が解明された。苗立枯症状の主体はリゾクトニア菌および白絹病菌によることが明

らかになった。両作物に共通しており、このためこれら病原は灌漑下での連作あるいは短

期輪作により土壌中の菌密度が高まる恐れがある。対策としてマメ科以外の作物との輪作

の必要性が喚起された。

(３)　生物的防除および発生予察の導入による虫害総合防除技術の改善

１）線虫の生物防除

　ダイズシスト線虫（Heterodera glycines）に対する化学薬剤の代替法として、本線虫

に特異的に感染する出芽細菌（Pasteuria nishizawae）による生物防除が有望視されてい

る。本技術をセラード地域の大豆被害圃場に導入するため、日本国内でその効果が実証済

みの本細菌を導入し、その増殖技術の開発を行った。天敵細菌の接種によって罹病線虫個

体を生産し、内生する本細菌を７日間以上室温下で乾燥させた。その細菌懸濁液に健全な

線虫を浸漬することで、線虫の体表への着生程度が著しく高まり、高濃度の細菌汚染個体

が得られることがわかった。生物防除資材としての天敵細菌の実用化のためには、さらに

簡易大量増殖法の工夫が必要であるが、そのための基本技術の移転はほぼ達成された。
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２）Baculovirusによる大豆害虫の生物防除

　セラードでは、大豆の主要害虫Anticarsia gemmatalisに対する天敵として、Baculo-

virus（核多角体ウイルス）による生物防除への期待が大きい。生物農薬としての実用化

を図るため、前段階となる人工飼料による本害虫の大量増殖と天敵ウイルスの大量生産技

術の開発に取り組んだ。人工飼料としてフェジョン豆、大豆蛋白、ビール酵母、小麦胚芽

などにビタミン類や防腐剤などを添加して、半粘性の固形資料を調整した。この人工飼料

で本害虫を飼育し、蛹（さなぎ）の生産、羽化・交尾・産卵の一連の作業システムを構築

した。天敵ウイルスの生産には、累代飼育した害虫ウイルスに液を散布し、生じた感染死

体を集め、これを材料として、遠心機によりウイルス多角体を分離・精製した。増量剤カ

オリンを加えて生物防除資材とした。現在、その実用化に向けて、ウイルスの計画的室内

大量生産システムの構築およびウイルス製剤の効力評価が進行中であり、技術の完成が待

たれる。

３）熱帯果樹グラビオラの主要害虫とその天敵の同定

　グラビオラはセラード地域への有望果樹としての期待が大きい。害虫として、

Cratosomus bombina, Euripapes pennatus, Heilipus catagraphus, Cerconata anonella,

Bephratelloides pomorumを特定した。幹や枝の内部に坑道を形成、あるいは果肉部を

加害するなど、その被害は果実生産上致命的となる。果肉加害により果実腐敗をもたらす

Cerconotaの天敵昆虫として、Apanteles sp., Xiphosomella sp., Brachimeria annulata,

Trichospilus diatraeaeの４種類を特定した。

　作物保護分野では当初計画がほぼ達成された。Baculovirusによる大豆害虫A. gemma-

talisの生物防除は生産現場への技術導入が最も期待されることから、普及のための技術

開発の完結が待たれる。

５－４　持続的作物生産システムの改善

(１)　強酸性、低リン酸土壌、旱魃などのセラード環境に適した作物の選抜と導入

　セラードにおける畑作は、概して単作ないし単純な輪作となっており、これが連作障害

の原因になっていると考えられる。そこで、セラードの酸性土壌、低肥沃土壌などの環境

ストレスに適応し、下層土の改良、土壌有機物の富化、雑草制御など、耕地の物理性、化

学性、生物性を改良し、連作障害を軽減する機能を持つ作物の選抜・導入を目的とした。

このため、短期専門家による「セラード地域作付体系の実態調査および土壌改良作物解析

手法の導入」を実施し、作付体系による土壌生産力向上の可能性について、ブラジル側専

門家との論議を行って今後の研究方向を確定した。

　さらに、セラード土壌では、リンの固定、不可給化が大きな問題であることから、短期
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専門家により「土壌リンを可給化する機能を持つ作物の検索」手法を導入した。その手法

を用いて、セラードで栽培されている作物について、根の近傍の土壌と畝間の土壌のリン

の形態別定量分析を行い、ブラキアリア（Brachiaria）、スタイロサンテス（Stylosan-

thes）、パニカム（Panicum）属牧草が土壌中の固定化リンを可給化する機能があること

を明らかにした。これらの結果から、土壌中の不溶化したリンをリン可溶化機能作物によ

り吸収させ、それを主作物に循環再利用させることが可能であることが明確となった。

　これらの成果は、輪作により土壌の生産力を増強する可能性について明らかにするとい

う当初の目的を十分に達成したと考えられる。なお、検索されたリン可溶化機能作物は、

セラードにすでに導入、栽培されている牧草であった。このことは、現在、セラードでも

推進されている農牧輪換（牧草を数年間、大豆などの畑作物を数年間、交互に作付けを行

う）体系の有効性の根拠ともなる結果である。農牧輪換体系により、牧草地の生産力を向

上させるだけでなく、土壌のリンを有効に利用して、連作障害を回避した作付体系が実現

される可能性が高い。

(２)　輪作、緑肥作物などの導入による作付体系の開発

　主作物としての大豆を中心に、雨期の限られた栽培期間のなかで、連作障害を軽減する

作物を導入した１年２作作付体系を開発することを目的とした。導入する緑肥作物はパー

ルミレット（Pannisetum glaucum）、ヒマワリ（Helianthus annuus）、緑肥用フェジョ

ン（Canavalia brasiliensis）、エンバク（Avena strigosa）の４種とし、大豆との１年２

作体系を検討した。その結果、大豆の後作にパールミレットを栽培する体系が優れている

ことを確認した。

　緑肥作物を栽培した後の大豆の収量は、パールミレット後、エンバク後が大豆単作に比

較して４～10％高くなった。緑肥用フェジョン後では単作と同等、ヒマワリ後では逆に減

収した。パールミレット後の大豆が高い収量を示す傾向は４年間の試験期間中継続して観

察されたことから、高い安定性、信頼性があると考えられる。

　パールミレットによる大豆の増収効果の一因として、圧密化された土壌の硬度を膨軟に

する作用があり、これは、パールミレットの根が深いことに起因すると考えられた。また、

乾物生産量が大きいため、圃場への有機物や窒素、リン酸、カリなどの肥料成分の還元量

が多いことが、大豆増収に貢献するものと考えられた。パールミレットは耐干性が強く、

雨期のうちに出芽、苗立ちをすれば、その後乾期に入ってもよく生長する。これを刈り倒

して地面を覆うことで、乾期の間の過度の地温上昇を防ぎ、かつ、翌シーズンの雨期の始

期の降雨による土壌流亡を抑止する効果も期待できる。また、乾期でも出穂、結実するこ

とから自家採取も可能である。ただし、パールミレットにはネグサレセンチュウ
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（Pratylenchus brachurus）が寄生し生息密度が高まる傾向があり、この体系を継続して

いくうえでは注意を要することを明らかにした。

　このダイズパールミレット１年２作作付体系の成果は、大豆の連作障害を軽減する技術

として有効であり、本プロジェクトの大きな成果として評価できる。

　上記の成果をさらに発展させるために、セラードの環境条件に適合し、生産力の高い

パールミレット品種・系統の選抜、導入が検討された。それまでにブラジルにあったパー

ルミレット遺伝資源が２品種と限られていたことから、パールミレットの研究の進んでい

るインドにある国際半乾燥熱帯作物研究所（ICRISAT）から、技術情報と120種の品種・

系統を導入した。

　導入したパールミレット品種・系統について、Embrapaトウモロコシおよびソルガム

研究センター（Embrapa CNPMS）との共同で増殖・評価を行い、すでに約半数の品種・

系統について評価を終了した。そのなかには、在来品種「BN-2」に比べ２倍以上の乾物

生産量を示す優良品種「FS-1」を見いだしている。さらに、乾物収量の高い有望品種・系

統として「IPA10463」「SEMPOP90」「SADCWGC」「IVCC8」「AFPOP88」の合計６種

を選抜した。

　ただし、本プロジェクト終了までに ICRISATから導入したすべての品種・系統の評価

を終了することはできない。これは、増殖と評価を同時に進行する必要があること、特に

他殖性のパールミレットは他の品種と交雑をしないようにして増殖しなければならないた

めに、きわめて労力と時間を要することが理由である。しかしながら、増殖、評価の方法

についてはブラジル側研究者に技術移転が行われている。そのため、残る品種・系統の評

価は、本プロジェクト終了後にブラジルの研究者により遂行することが可能である。

　なお、選抜された有望品種・系統を用いた大豆との輪作試験についても、本プロジェク

ト期間中には実施できない。しかし、これもパールミレットの増殖、評価と同様に技術移

転が終了していることから、ブラジル側独自での研究継続は可能と判断する。

　本プロジェクトにおいてパールミレットについての研究成果をあげたことから、この成

果を受けて、パールミレットの国際セミナーが開催されることとなっている。これらのセ

ミナーにより、研究者に新しい情報がもたらされるとともに、研究者間のネットワークの

形成などを通し、新たな研究の展開が期待される。
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第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果第６章　評価結果

６－１　目標達成度

６－１－１　成果の達成度

　第５章「活動実績および達成状況」において述べたとおり、プロジェクト活動は日本人専門家

とブラジル側カウンターパートの緊密な協力のもとに行われ、大部分のプロジェクト活動は実行

されている。その概要は、表6－1に示すとおりである。

表6－1　活動目標達成度

TSIによる活動計画
大項目 中　項　目 小　項　目

成　　　　　果 達成度

植生と土地利用分布の
把握

リモートセンシング技術お
よび生態学的手法によるセ
ラードの植生資源と土地利
用の定量的評価

環境資源評価が可能になった
農業開発が環境に及ぼす影響を植生面から
評価する手法が開発された

○

土壌浸食の実態の把握 セラード畑地における土壌
浸食の計量

土壌浸食量の正確な測定が可能になった
□

セラー
ド地域
におけ
る農業
環境資
源の評
価

水資源および水質の実
態評価

セラード水系の水質の調査 セラードの河川水・地下水ともに汚染は軽
微であることが判明した
低濃度汚染水の分析が可能になった

□

土壌劣化を防止するための
土壌管理技術の改善

最大の土壌生産力阻害要因は土壌圧密であ
ることが解明された
不耕起栽培における土壌圧密層破壊の効果
が解明された

○

土壌生産力阻害要因の
解明と対策技術の改善

土壌圧密を軽減し得る耕耘
システムの開発

土壌圧密層破壊技術が開発された
○

土壌劣
化の原
因究明
と対策
技術の
開発

土壌の化学的、生物的劣
化の解明と土壌養水分
供給能の改良

化学的および生物的土壌劣
化の診断と熱効率的改良法

土壌の化学的劣化防止技術が確立された
緑肥作物の土壌中の養水分供給機作が解明
された
不耕起栽培と土壌の理化学性の関係が解明
された
土壌微生物および小動物の生物的特性が解
明された

○

連作などに起因する病
害虫の発生生態の解明

主要作物における種子伝染
性または空気伝染性病害の
発生条件の研究

連作などに起因する病原菌の発生生態が解
明された □

土壌伝染性病害の制御
技術の改良（および耕種
的防除技術の開発）＊

土壌伝染性病害の生理生態
学的研究（と圃場管理によ
る制御）＊

ダイズ茎かいよう病の病原力に関する特性
が解明され、抵抗性菌株が判明した
灌漑地域のマメ類の土壌病害の実態が解明
された

□

害虫の生物的防除技術の開
発

大豆害虫の天敵ウイルスによる防除の基本
技術が確立された

□

病害虫
防除対
策の改
善 生物的防除および発生

予察の導入による虫害
総合防除技術の改善 セラード農業地域における

鞘し目害虫および線虫の生
態に及ぼす耕耘システムと
作付体系の影響の評価

ダイズシスト線虫の天敵細菌による防除の
基本技術が確立された

○

強酸性、低リン酸土壌、
旱魃などセラード環境
に適応した作物の選抜
と導入

セラード畑地の土壌理化学
性あるいは生物性を改良し
うる機能性作物の導入

土壌中の固定リンを可吸化する機能を有す
る作物が選抜された

○
持続的
作物生
産シス
テムの
開発

輪作、緑肥作物などの導
入による作付体系の開
発

大豆と機能性輪作作物との
組み合わせ栽培法の開発

大豆増収に貢献する機能を有する作物（パ
ールミレット）との輪作体系が開発された ○

＊：中間評価において打ち切られた（TSIの変更）

○：達成、　□：ほぼ達成されブラジル側だけで達成可能、　△：達成不十分
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　また、投入の目標達成状況は、表6－ 2に示すとおり、ほぼ達成された。

表6－2　投入の目標達成度

　協力期間が終了する1999 年７月31日までに、完成しなければならない活動はあるが、プロ

ジェクトは、なおより多くの成果を得るものと期待される。また、ブラジル側は、プロジェクト

を通じて得た技術と知識をさらに発展させるために、関連のある研究活動を継続するであろう。

その結果、討議議事録（R/D）のマスタープランに設定されたプロジェクトのアウトプット目標

は、協力期間終了時にほとんど達成されるであろう。

　すなわち、円滑かつ効果的に進められた日本人専門家とブラジル人カウンターパートの共同研

究活動ならびにブラジル人カウンターパートへの技術移転の結果、R/Dのマスタープランに明記

された大部分のプロジェクト目標は、日本およびブラジル双方の投入を通じ、達成されたといえ

るであろう。この事実から、セラード農牧研究所（CPAC）における持続的農業技術を開発する

ための制度的能力はかなり改善されたと結論できる。

　セラード地域における持続的農業技術を開発するためのCPACの研究能力は、本プロジェク

トの実施を通じて強化されたと評価できる。

日本側の投入
ブラジル側
の投入

区　分（研究課題、または管理部門等）

長
期
専
門
家

短
期
専
門
家

研
修
員
受
入

機

材

供

与

ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト

調
査
団
派
遣

カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト
の
配
置

施

設

運

営

費
セラード地域における農業環境資源の評価
　　植生と土地利用分布の把握 ○ ○ ○ ○
　　土壌浸食の実態の把握 △ ○ ○
　　水資源および水質の実態評価 △ ○ ○ ○
土壌劣化の原因究明と対策技術の開発
　　土壌生産力阻害要因の解明と対策技術の改善 ○ ○ ○ ○ ○
　　土壌の化学的、生物的劣化の解明と土壌養水分供給機能の改良 ○ ○ ○ ○ ○
病害虫防除対策の改善
　　連作などに起因する病害虫の発生生態の解明 ○ ○ ○ ○
　　土壌伝染性病害の制御技術の改良および耕種的防除技術の開発 ○ ○ ○ ○
　　生物的防除および発生予察の導入による虫害総合防除技術の改善 △ ○ ○ ○ ○
持続的作物生産システムの開発
　　セラードの環境に適応した作物の導入と選抜 ○ ○ ○ ○ ○
　　輪作、緑肥作物等の導入による作付体系の開発 ○ ○ ○ ○ ○
管理部門等（プロジェクト全般にかかるものを含む） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総合判断 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○：達成またはほぼ達成、△：一応達成しているが内容が不十分（いずれも派遣期間が不十分）
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６－１－２　目標達成に貢献/阻害した要因

(１)　目標達成に貢献した要因

１）日本側

ａ）効果的な調査団の派遣により、適切な計画（R/Dおよび暫定実施計画：TSIに記載）

の策定および中間評価による適切な軌道修正が行われたこと。

長期調査員：専門的立場からCPACの研究施設、内容および運営体制ならびにセラード

における農業環境上の問題点を把握。

適切なプロジェクト活動項目の作成（1993年 11～ 12月）。

実施協議調査団：活動項目、実施体制、責任分担などの決定。

プロジェクト実施にかかる適切なR/DおよびTSIの署名・交換（1994年４

月）。

計画打合せ調査団：プロジェクトの実施体制、調査時点での問題点などの確認。

R/DのマスタープランおよびTSIに基づく詳細暫定実施計画、協力期間内

の具体的目標、活動運営計画の策定（1995年５～６月）。

巡回指導調査団：協力期間の折返し点に際し、プロジェクトの進捗状況の把握と評価、

問題点の指摘、必要な軌道修正（妥当性のあるTSIの変更）（1997年４月）。

ｂ）リーダー・在外事務所の指導力ならびに専門家の熱心な指導があったこと。

　リーダーおよび在外事務所の適切な指導により多くの実施阻害要因が解決されてス

ムーズなプロジェクト実施運営が行われ、また、各専門家の熱心な指導による技術移転

の結果、カウンターパートの研究能力が著しく向上した。

ｃ）適切な資機材がほぼ計画どおり、タイミングよく供与されたこと。

　機種・仕様の面で適切な資機材が選定され、これらはタイミングよく効率的に供与さ

れ、有効に活用された。

ｄ）時宜を得たローカルコストの支出。

　ブラジル側の負担困難な資金を補うための一般現地業務費のほか、応急対策費による

ガラス室の修繕、特別対策セミナー費によるセラードシンポジウム開催、技術交換事業

費による国際半乾燥熱帯作物研究所（ICRISAT）からのパールミレット品種導入などに

適時支出され、プロジェクトの円滑な実施に役立つた。

ｅ）カウンターパート研修のほぼ計画どおりの実施と国内支援機関の協力。

　毎年４～５名のカウンターパートを研修員として、それぞれの研究課題に適した農業

研究機関が受け入れ、熱心な指導をした結果、カウンターパートの研究能力が著しく向

上した。
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ｆ）必要に応じて他機関との連携を密にとることにより、効率的に研究を進めたこと。

　Embrapa傘下の他の研究機関との連携はもちろん、特にインドの ICRISATからの

パールミレット品種導入は、プロジェクトの活動成果向上に大きな貢献をした。

２）ブラジル側

ａ）上位計画との整合性があること。

　プロジェクト目標は、上位計画であるブラジルの農業基本政策および国土保全政策、

ブラジル農牧研究公社（Embrapa）の農業基本方針、CPACの研究目標と整合性があ

り、本計画はきわめて妥当性が高く、実施機関であるCPACが、セラードに適用すべき

持続的農業技術の開発とプロジェクト成果の吸収に最大限の努力をした。

ｂ）資質の高い研究者をカウンターパートとして適切に配置したこと。

　CPACの研究者93名の約40％は博士、50％以上は修士を取得しており、研究資質が

高い。CPACは、これらのなかから優れた研究者30名、延べ46名を長期および短期専

門家のカウンターパートとして適時に任命し、プロジェクトの効率的実施を図った。

ｃ）管理運営体制の整備

　Embrapa総裁が自らプロジェクト実施責任者となり、CPAC所長をプロジェクト管

理者に任命し、研究部長および総務部長にこれを補佐させる体制をとって、プロジェク

トの円滑な実施を図った。

ｄ）ローカルコストの支出

　CPACは、プロジェクト実施に必要な補助職員の人件費、施設および機器の維持費、

調査旅費、一部の消耗品費などを適時に支出し、プロジェクトの円滑な実施を図った。

ｅ）装置および機器の十分な保守管理

　CPACは、供与された機器の保守管理を十分に行い、これらがフルに活用されたため、

きわめて効率的にプロジェクトが実施された。

(２)　目標達成を阻害した要因

◇作物保護分野の長期専門家が１名であったこと。

　作物保護分野において、植物病理学と農業昆虫学とはそれぞれ深く専門化しているの

で、１名の専門家が両者の研究を兼ねることは困難である。当初計画において、作物保護

分野の長期専門家は病害専門家１名とし、害虫防除は短期専門家だけで対応することとし

た。しかし、害虫の生物的防除研究の重要性がいっそう増したため、中間評価に際しTSI

を変更し、病害専門家の長期派遣期間を３年で打ち切り、代わりに害虫専門家を長期派遣

することとした。このため、研究課題「土壌伝染性病害制御技術の改良および耕種的防除

技術の開発」は病原学的な基礎試験において成果がみられたが、圃場での耕種的防除試験
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に着手しないうちに派遣期間が終了した。ただし、これはブラジル側だけで目標を達成で

きると判断される。

　一方、交代した害虫専門家の派遣期間は１年５カ月にすぎず、基本技術の移転はほぼ達

成されたが、ウイルスの計画的室内大量生産システムの構築およびウイルス製剤の効力評

価を実施するに至らなかった。ただし、これは協力期間終了後もブラジル側で続けられる

ことになっている。

６－２　効果

　CPACなどの中央政府レベルの農業研究機関は、一般に広域を対象とした基本的技術の開発を

行っている。このため、その成果は州農業研究機関における実用技術研究および州農業普及機関

の普及活動を経て実用技術が中核的農民に普及され、さらに広く農民層に普及して初めて発現効

果が認められる。したがって、本協力プロジェクト開始後５年目の現時点において明確に認めら

れる効果は非常に限られている。すなわち、

　　（効果の内容における）技術的インパクト

　　（効果の範囲における）プロジェクトレベルのインパクト

については、それぞれ効果が認められるが、これ以外については、現在胎動がみられるものおよ

び諸条件を考慮して予想される効果を述べざるを得ない。

６－２－１　効果の内容

(１)　技術的インパクト

　ブラジル中央高原部に残された強酸性でやせ地のセラードを世界屈指の農業地帯に変

え、世界の食糧供給に大きく貢献しようとするセラード農業開発事業は、開発規模におい

ても、農業生産性においても、着実に進展しつつある。セラードは、降雨、地形、気温な

どの自然条件に恵まれているが、現在のセラード農業開発を支えている最大の要因は農業

生産技術の向上である。

　本プロジェクトは、①リモートセンシング技術の導入による広大な国土の植生・土地利

用実態の把握、②セラードの収奪的土地利用を資源保全型利用に転換、③大豆病害虫の生

物的防除、④機能性作物の導入による土壌保全、などの技術分野における研究活動を通じ

て、環境保全型持続的農業のための革新的技術を提供してきた（表6－1参照）。その成

果は、州農業研究機関における実用技術研究および州農業普及機関の普及活動を経て広く

農民に普及し、セラードの環境を保全しながら農業生産を向上することに貢献するであろ

う。
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(２)　制度的インパクト

　ブラジル憲法は自然環境の保全を重視し、きわめて具体的な規定を設けている。セラー

ドに隣接するアマゾン地域、パンタナール・マトグロッソ、大西洋沿岸森林、海岸線を国

の財産と規定して保護している。本プロジェクトは、ブラジル憲法に規定された天然資源

保存と環境保全の理念を実践するうえで、先導的役割を演じている。　

　本プロジェクトの実施により、多くの技術情報が蓄積されるとともに、CPACにおける

持続的農業技術を開発するための制度的能力はかなり改善された。また専門家チームは、

セラードの農民に有益な実用的持続型農業技術を開発するために、州の農業研究機関およ

び普及機関、ならびに農民が参加して活動することの重要性を、しばしば指摘した。その

結果、本プロジェクト活動関係者のなかに、国内協力の重要性に対する認識が深まってき

た。CPACは、CPACが持つ現行のアンブレラ協力計画を通じ、州の農業研究機関および

普及機関、農業関係民間企業、セラードの農業研究にかかる大学との間のパートナーシッ

プを強化していくであろう。

(３)　経済的インパクト

　1970年代に始まったセラードの農業開発は大豆生産を中心にして進められ、セラードは

大農業地帯に変貌し、住民の所得の向上、地域の近代化がもたらされた。

　現在、農業フロンティアはさらに北部地域に移動しつつある。農業開発の北部セラード

への拡大に伴い、鉄道、道路、水路などの社会的インフラ整備が進められようとしている。

現在セラードの大豆生産は世界の大豆生産の５％以上を占め、その大部分は輸出に向けら

れ、ブラジルの重要な外貨獲得源となっている。大豆を大西洋岸の港まで効率的に輸送す

るシステムの確立もまた北部セラードの社会経済条件と大豆輸出競争力の改善に貢献する

であろう。

　本プロジェクトは、セラードにおける安定的農業生産に貢献するため持続的農業に関す

る有益な技術と知識を創出し、農業生産の継続的な増加、肥料・農薬などの農業投入の減

少、農業環境の保全を促進しており、ブラジル経済はもちろん、世界の安定的な食糧供給

に貢献するであろう。

(４)　社会的・文化的インパクト

　セラードにおける農業開発により、自然生態系に調和した伝統的農法が排除され、環境

資源が失われることが心配される。ブラジルの関係当局は、インディオ住民の権利を重視

し、ブラジル憲法は、インディオ住民の文化、伝統、土地および資源の保護を規定してい

る。したがって、セラード開発は、インディオ住民の土地および伝統的文化継承と調和の
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とれた形で行われなければならない。

　セラード北部には、多くのインディオ保護地区が設けられている。そこでも農業開発に

よる環境の変化は避けられず、保護地区への侵入にかかるインディオ住民と新入植者との

深刻な衝突が発生している。

　現在、開発側の農民にも、自然環境問題についての理解が深まりつつあり、環境保全に

必要な手段が講じられているが、その規模はきわめて小さい。本プロジェクトが目標とし

ている環境保全型持続的農業技術は、ブラジルの自然生態系のなかに根づいている伝統的

農法にも組み入れることができるであろう。このような意味から、本プロジェクトはセ

ラードの環境保全とインディオ住民の文化および家族規模の農業の継承に貢献するであろ

う。

(５)　環境的インパクト

　ブラジルのセラード面積は約２億haで、ブラジル国土の４分の１を占め、そこにはセ

ラード固有の生物種が多数生存している。セラードの農業フロンティアは北上しつつあ

り、セラードの土着の植生は急速に大豆によって置換されつつある。

　急速な農業開発によって発生した土壌の劣化は、セラードの穀物生産に深刻な脅威を与

えている。さらに、有機物の急速な分解、単作による生物相の変化と害虫天敵の消滅、農

薬による水質汚染、灌漑農業による水資源の枯渇などの環境問題がいっそう深刻になりつ

つある。本プロジェクトは、これらの問題に真正面から取り組んでいる。

　本プロジェクトの成果が、州の農業研究機関および普及機関、大学、公営企業、農民に

普及する過程を通じ、ブラジルのセラードに下記のようなインパクトを与えるであろう。

１）セラードの環境を維持しつつ農業生産性をさらに向上

２）害虫の生物的防除の導入による環境汚染の防止

３）カバークロップとしてのパールミレットの導入による土壌浸食および土壌劣化の防止

６－２－２　効果の範囲

(１)　プロジェクトレベルのインパクト

　機材供与、カウンターパートの日本における技術研修、長期および短期専門家による技

術指導などの投入は、CPACの研究者の研究資質の向上および先端的装備の導入を通じ、

CPACの研究能力向上に貢献した。プロジェクトは、海外からの植物遺伝子の導入、日本

からの天敵微生物の導入、天敵病原ウイルス増殖のための害虫の人工飼育技術の開発、セ

ラード土壌における土壌－植物の養分供給サイクルの理論化などを通じ、低投入・持続型

農業技術開発の役割を果たした。
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　プロジェクトによる直接的受益者はブラジル側カウンターパートである。彼らは、日本

人専門家から受けた技術指導および日本における研修により、研究資質が著しく向上し、

彼ら自身で日常の研究活動を展開できるようになっている。また、CPACの管理者および

サポート部門職員の業務遂行能力も向上した。この結果、協力期間終了後、ブラジル側だ

けで研究を継続し、よりいっそう成果をあげることが期待される。

(２)　セクターレベルのインパクト

　CPACは、セラード地域全体にかかる農業技術、環境問題を対象とする研究機関である

が、近隣農家への技術普及にも責任を持っている。CPACは年に数回“Día de Campo”

（農場の日）を開催して改良技術の普及に努めている。これには、農民をはじめ農協関係

者、大学の研究者や学生も参加し、CPACの農場内で改良技術の展示・説明および質疑応

答が行われている。研究者自身が入植地の農家と協力して研究を進めることもある。

　このように、CPACで得られた成果で普及に移せるものは農協、州機関、大学などの関

係者および近隣の農家に広められている。本プロジェクトにおいても、海外から導入した

優良機能性作物（パールミレットなど）の品種・系統を“Día de Campo”で普及するよ

う、展示圃の設置を検討している。

　プロジェクト実施の過程において、CPACスタッフと州の農業研究および普及機関のス

タッフの間で協調の重要性に対する認識が深まり、国内機関間パートナーシップ強化の機

運がみられる。本プロジェクトは、その中核として、持続的農業生産システムに関する研

究のモデルになるであろう。

(３)　地域レベルのインパクト

　セラードは世界の食糧供給を変える大きな可能性をもっているが、一方、環境問題を無

視した開発はセラードに取り返しのつかない環境破壊による損害を与えることになる。こ

のことについてCPACはマスコミなどを通じて警告している。また、CPACは、Embrapa

のマスコミを通じての広報活動にも精力的に対応している。

　一方、マスコミもEmbrapaやCPACの発言を重要視している。CPACは、セラードで

求められている持続的農業を行うには、面積の拡大より生産性向上による生産増加を図る

道を選ぶことが重要であると主張している。本プロジェクトも面積的拡大よりも生産性向

上による生産増加の方向をとることの重要性を提唱している。

　CPACは、前述の“Día de Campo”のほか各種の技術移転手段を通じて近隣の農民や

関連する農業研究機関の研究者に技術や知識を普及している。

　本プロジェクトによって開発された技術と知識を利用して、将来CPACは州の農業研究
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および普及機関ならびに近隣農民と協力のもとに、実用技術の開発を行うであろう。その

結果、持続的農業生産システムが完成し、それはセラード地域に広く普及するであろう。

これにより本プロジェクトはセラードにおける農業生産の向上に貢献するであろう。

(４)　マクロレベルのインパクト

　環境保全型持続的農業技術の開発を目標にする本プロジェクトの成果は、ブラジルの

セラードに限らず、大豆生産の拡大と環境保全という同様の問題をを抱えているパラグァ

イ、アルゼンティンなど南米の大豆生産を主とする地域全体に適用できる。たとえば、日

本から導入した天敵微生物によるダイズシスト線虫の防除技術や天敵ウイルスによる大豆

害虫の生物的防除技術は、土壌条件、気候条件、栽培条件などに関係なく大豆栽培に適用

できる環境保全型持続的農業技術である。また、セラードにおける環境保全型持続的農業

技術の成功は、21世紀における世界の食糧問題の解決に大きく貢献できると考えられる。

６－３　実施の効率性

６－３－１　投入のタイミングの妥当性

　日本、ブラジル双方の投入は、基本的には当初の計画に従って実行され、これにより、プロ

ジェクトは現在までスムーズに運営されてきた。なかでも機材供与はおおむね効率的に実施さ

れ、プロジェクト目標達成に大きな貢献をした。また、日本側は、一般現地業務費、特別対策セ

ミナーの開催経費、技術交換事業費などのローカルコストを適時に追加負担し、協力期間中のプ

ロジェクトの実施効率を高めた。

　一方、CPACは、十分に訓練された30名の研究者（研究者総数の約３分の１）を、日本人専

門家のカウンターパートとして適時に任命し、また調査旅費、施設維持費などのローカルコスト

を適時に支出し、セラードに適用すべき持続的農業技術の開発とプロジェクト成果の吸収に最大

限の努力をした。

　カウンターパートの日本における研修のタイミングはおおむね妥当であった。

　また、短期専門家の派遣期間が短かすぎたことについて、中間評価において問題になり、合意

事項として「その活動と成果の発現に必要となるべき十分な派遣期間を確保すること」と提言さ

れた。この問題はその後多少改善され、また、派遣された専門家らの努力により、「完全な達成」

には至らなかったが、いずれの研究課題も「ほぼ達成され、残余の部分はブラジル側だけで達成

可能」と管理者層は評価している。しかし、今回行ったアンケート調査結果によると、表6－3

のとおり若干のカウンターパート、主として短期専門家だけで対応した研究課題にかかる者から

「派遣期間が短かすぎたと」の不満が表明されている。
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表6－3　短期専門家の派遣期間に対するカウンターパートの感想

　多くのカウンターパートは、短期専門家の派遣期間は３カ月程度必要との希望意見を表明して

いるが、短期専門家として適格な研究者は日本の国内業務多忙の者が多く、３カ月連続して海外

出張することはきわめて困難である。しかし、年に１カ月の派遣を２年続けることで困難さは多

少軽減する。したがって、初年度３週間程度の派遣によって実態調査および詳細な設計打合せを

行い、翌年実験材料の生産される時期に１カ月程度滞在して集中的に共同調査を行い、技術移転

する方法、仮称「ダブル派遣方式」などの検討も、より効率的なプロジェクト実施のために有益

と考えられる。

６－３－２　投入と成果の関係

　投入と成果の関係は、表6－4に示すとおり、おおむね投入規模に見合った成果が得られてお

り、なかには投入規模を超える成果の得られた研究課題もあった。

　これまでの技術協力を通じ、CPACの研究能力は高まり、このためCPACは、JICAの技術協

力を通じて得た技術と知識を普及させるために、先進的技術と知識を利用する国内機関間の協力

を促進することが期待されている。

研　　究　　課　　題
大　項　目 中　項　目

派遣方式
（長期・短期）

短期専門家の
派遣期間

植生と土地利用分布の把握 短 only ○　▲
土壌浸食の実態の把握 短 only ▲

セラード地域にお
ける農業環境資源
の評価 水資源および水質の実態評価 短 only ○　▲

土壌生産力阻害要因の解明と対策
技術の改善

長・短 ○　○　▲土壌劣化の原因究
明と対策技術の開
発 土壌の化学的、生物的劣化の解明と

土壌養水分供給能の改良
長・短 ○

連作障害に起因する病害虫の発生
生態の解明

短 only

土壌伝染性病害の制御技術の改良
および耕種的防除技術の開発

長・短 ○

病害虫防除対策の
改善

虫害総合防除技術の改善 短 only(前半) ▲
環境に適応した作物の導入と選抜 長・短 ○持続的作物生産シ

ステムの開発 輪作、緑肥作物などの導入による作
付体系の開発

長・短 ▲

○：適当、▲：短い
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表6－ 4　投入規模と成果の関係の研究課題別総括表

６－４　計画の妥当性

　ブラジルの農業にかかる国家計画は、1992年までのコロール政権以後示されておらず、1994年

に成立したカルドーゾ政権はこれまでの農業基本政策や国土保全政策を継承している。

　ブラジル連邦政府の農業研究の統括機関であり、本プロジェクトの実施機関であるCPACの上

位機関Embrapaが1993年に策定した農業研究基本方針（1993～1997年）によると、最優先課題

として、「環境の質の向上およびアグロインダストリーの技術開発」が示されており、農業面から

の環境への取り組みとしては「持続型農業技術の開発、適用および伝播」を主要目標としている。

　これを受けてCPACの研究目標は従来の「セラード農業生産の技術開発」から「天然資源保全

とセラードにおける持続的農業確立のための技術開発」に改められた。

　これらの政策は現在も変わっていない。

　本プロジェクトの開始にあたり設定されたプロジェクト目標は次のとおりである。

　　　「セラードにおける環境に配慮した持続的農業技術を改良する」

　以上のとおり、本プロジェクトの目標は上位計画と合致しており、妥当性が認められる。なお、

これはプロジェクト開始後、現在まで変化していない。

研　　究　　課　　題
大　項　目 中　項　目

投入規模と
成果の関係

植生と土地利用分布の把握 ○
土壌浸食の実態の把握 ◎

セラード地域におけ
る農業環境資源の評
価 水資源および水質の実態評価 ○

土壌生産力阻害要因の解明と対策技術の改善 ○土壌劣化の原因究明
と対策技術の開発 土壌の化学的、生物的劣化の解明と土壌養水分供給機

能の改良
○

連作障害に起因する病害虫の発生生態の解明 ○
土壌伝染性病害の制御技術の改良および耕種的防除
技術の開発

○
病害虫防除対策の改
善

虫害総合防除技術の改善 ○
環境に適応した作物の導入と選抜 ◎持続的作物生産シス

テムの開発 輪作、緑肥作物などの導入による作付体系の開発 ○
○：投入規模に見合った成果、◎：投入規模に対し期待を超える成果、▲：成果が十分でない
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６－５　自立発展の見通し

６－５－１　組織的自立発展の見通し

(１)　実施機関の人材

　CPACは、セラードにおける農業研究を担当するために設立されたEmbrapaに属する

研究所のひとつで、セラードにおける農業技術、農業資源、自然環境の研究と管理に関す

る中心機関である。表6－5に示すとおり、職員総数は430名、研究者は93名で、そのう

ち37名は博士、50名は修士の学位取得者である。

　すべての研究者および技術者はセラードの農業に関する高レベルの研究を行い、セラー

ド開発に役立つ多くの研究成果をあげている。協力期間終了後、CPACが自立的に行う研

究活動を阻害するような重大な負の要因は認められない。

表6－5　CPACの職員構成

(２)　管理運営体制

　本プロジェクトの円滑な実施のために、Embrapa総裁はプロジェクト実施責任者とな

り、CPAC所長をプロジェクト管理者に任命した。研究部長および総務部長はプロジェク

ト管理者を補佐している。本プロジェクトの実施を通じCPAC関係者の管理運営能力は向

上した。協力期間終了後高齢者の退職による人事異動の可能性はあるが、セラードにおけ

るCPACの重要な役割を考慮すると、現在の研究を継続するための組織が改廃されること

はないであろう。

　以上のとおり、組織面からは自立発展が可能と判断される。

６－５－２　財務的自立発展の見通し

(１)　必要経費調達の見通し

　本プロジェクト運営の経常的必要経費は問題なく支出されているが、国の厳しい経済条

件下にあるので、経費節減に努めている。特に既存の研究機器および農業機械の更新に必

要な予算は不十分である。したがって、今後の科学技術研究の発展状況に対応し、自立的

区　分 人数 備　考
研究者 93 博士 37 名、修士 50名
総務部門等 60
研究支援部門 184
圃場作業員 93
　計 430
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に機器類を維持改良するための予算を用意することは、CPACにとって困難であると判断

される。

(２)　公的補助およびその安定性

　Embrapaはブラジル政府の公社のひとつであり、その予算の大部分は連邦政府からの

補助に依存してる。CPACの総予算の90％以上は連邦政府に依存しており、CPACで生産

している種子・種苗や生乳の販売収入は比較的わずかである。さらに、連邦政府の予算の

不足により、将来必要経費が調達できるか否か心配される。

(３)　その他の財源

　Embrapaは、農業技術の開発、農業生産性の改善、天然資源の保全に関する研究を目

標にしている。CPAC は上記の目標に沿ってセラードにおける農業研究活動を行う

Embrapaのひとつの研究所である。したがって、前述の種子と生乳の販売以外の方法で

研究費を集めることは困難である。

　Embrapaの幹部は「今後も活動に必要な予算をサポートするつもりである」と述べた

が、ブラジルの厳しい経済情勢および同国の財政事情を考慮すると、財務的な自立発展の

見通しは、きわめて不安定で、楽観は許されない。本プロジェクトでこれまでに成果をあ

げてきた研究を継続し、さらに発展させるために必要な予算を、連邦政府が供給するよ

う、格段の努力が望まれる。

６－５－３　物的・技術的自立発展の見通し

(１)　移転技術の内容および技術レベルの適正度

　本プロジェクトの実施により、ブラジル人カウンターパートに先進的技術が移転され、

多くの精巧な装備がCPACに供与された。CPACの比較的高い研究レベルを考慮すれば、

移転技術の内容は適正であったと判断される。

(２)　要員配置状況

　本プロジェクトの活動を首尾よく実施するため、長期および短期の日本人専門家に対

し、約93名の研究者のなかから30名のカウンターパートが任命され、プロジェクトの研

究に従事した。研究者の層の厚さおよび従来の例にみられる管理者の要員配置計画能力を

考慮すれば、要員面からの自立発展性は十分であると認められる。
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(３)　移転技術の定着状況

　基本的には、すべての移転技術は定着し、CPACの研究活動に効果的に利用されている

と判断される。しかし、ブラジル側でさらに研究を続ける必要のある研究課題が若干残っ

ている。これについては、CPACが独自に解決できると考えられる。

(４)　装置および機器の保守管理

　JICAによって供与された機器および装置は効果的に利用され、かつ保守管理状態は良

好である。機器の保守管理は、従来、JICAが行った技術協力のなかではきわめてまれな

例と感じるほど良好な状態であり、CPACの保守管理能力は高く評価される。ただし、前

述の財務的問題を考慮する必要がある。

(５)　後継者の育成計画

　CPACのスタッフの大部分はCPACが設立された1975年ごろに採用されており、また、

その後の新規採用は過去10年間に２回しか行われていない。研究者の大部分は高齢者に

なっており、近い将来の短期間のうちに多くの研究者が集中的に退職するであろう。した

がって、後継者の育成が必要である。これについてEmbrapaの理事会においてしばしば

討議されており、CPACにおいても後継者養成について検討されているが、現時点におい

ては効果的な対策措置はまったくとられていない。また、政府の財政改善のための人員整

理を伴う行財政改革が行われ、退職欠員不補充措置がとられる可能性もあり、その場合

CPACの研究者数の著しい減少が懸念される。一方、セラードにおける農業、環境問題は

今後ますます関心が高まり、政策的にも重要性が増すので、上述のような欠員不補充の懸

念は不要との楽観論があることも事実である。

　以上のとおり、自立発展性は、組織的、技術的、物的側面からはおおむね「発展の見通しあ

り」と判定できるが、財務的側面からは不安定要因があり、連邦政府およびその他の関係者の格

段の配慮が望まれる。また、研究後継者養成問題は若干の懸念があり、この面の真剣な検討も必

要と考えられる。
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第７章　結論第７章　結論第７章　結論第７章　結論第７章　結論

７－１　セラード農業研究協力の経緯と今後の協力

(１)　わが国のセラード協力の総括（1977～1999）

　現在まで行われた３つのプロジェクトにより農業生産、持続的農業開発にかかる技術が

確立した。今後、全セラードへの技術普及が必要である。

１）農業研究協力フェーズⅠ（1977～ 1985）

　セラード農業開発の支援を目的とし、大豆栽培、植物保護、土壌－水－作物の環境にか

かる基礎技術が開発された（特にミナス・ジェラス州）。

２）農業研究協力計画フェーズⅡ（1987～ 1992）

　フェーズⅠで開発された技術のさらなる発展とセラード、特にバイア州、マット・グ

ロッソ州への展開がなされた。

３）本プロジェクト（1994～ 1999）

　持続可能かつ環境に配慮した農業技術が開発された。

(２)　今後のセラード協力について

１）本プロジェクトの終了

　当初計画どおり1999年７月31日で終了する。

２）個別専門家派遣

　大豆害虫の生物的防除（バクロウイルス：Baculovirus）にかかる研究推進のために個

別専門家派遣などのスキームにより、セラード農牧研究所（CPAC）の技術ニーズに対応

することが適切である。ただし、ブラジル政府の正式要請、日本側の承認が必要となる。

　ブラジル協力事業団（ABC）は2000年度要請について積極的な対応をする見込み。

３）北部セラードへの協力（プロジェクト方式技術協力の必要性）

　Embrapa総裁（表敬時）から北部セラード地域（トカンチンス州、パラ州、マラニョ

ン州）の技術発展の必要性が示されたが、CPAC所長からもCPACの活動紹介の際同様の

発言があった。

　ブラジル側の意図するところおよび背景は以下の３点であり、2000年度プロジェクト方

式技術協力要請が提出される見込みである。

ａ）アマゾン地域の環境保全

　アマゾンに隣接する本地域について環境への圧力を抑制するため、面的拡大を抑えつ

つ、農業生産性の向上、持続的農業開発のための技術開発が必要。
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ｂ）河川の水運および鉄道の利用

　大西洋に近い本地域では水上輸送、鉄道輸送の利便性から輸送コストの低減による輸

出競争力の強化が狙える。

ｃ）トカンチンス州の要請

　中央のトカンチンス州からの強い働きかけがある。本件に関連し調査団滞在中にも

Embrapa総裁、CPAC所長がトカンチンス州政府（幹部）を訪問した。

　ただし、現在、トカンチンス州にはCPAC支所（研究者数名）があるのみである。

　なお、1999年度に「トカンチンス州持続的農牧業研究センター計画」（実施機関州政

府、上記センター設置を予定）への協力要請があがっている。

ｄ）技術協力の必要性

　日本側にとっても北部セラード地域における技術協力の必要性を認識している（提言

参照）が、以下の３点からプロジェクト方式技術協力の実施が望ましい。

①世界の大豆生産のうちブラジルの生産量は10％を占め、さらにその約半分やセラード

地域におけるものである。大豆の大部分を輸入に頼るわが国としては、大豆生産にか

かるブラジルへの協力を行う重要性は不変である。

②20年近くに及ぶ協力により、ブラジル側研究者の質は高く、技術移転の効果、効率

は高い。

③CPACはEmbrapaのなかでも施設・機材の整った、また、研究の充実のみられる研

究機関であり、他国ドナーの協力が入ることに対し、警戒する必要がある。

　ただし、プロジェクト方式技術協力を組む際、CPACを巻き込むこと、これまで得

られた技術、研究成果の普及を図ることに留意する必要がある。

７－２　教訓と提言

(１)　ブラジル農牧研究公社（Embrapa）は、派遣専門家から移転された技術を用いた研究

の推進およびCPACの研究能力のいっそうの強化を図るために、技術および財政の両面で

必要な支援をCPACの研究者および実験室補助者（テクニシャン）に行うこと。

(２)　Embrapaは、国内協力を積極的に推進すること　　特に州の農業研究・普及機関に技

術協力を行い、本プロジェクトで開発された技術および知見の導入と活用によるセラード

の農業生産者の技術ニーズに対応する適正技術の開発、密接な関係の構築、技術情報提供

および技術研修を通じた州の農業研究者の育成を図るべきである。
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(３)　CPACは、セラード農業開発における面的拡大を抑えつつ、一方で農業生産性の向上を

図るために、パールミレットや他の作物を伴った輪作栽培体系の開発を通じて、既開発地

域での地力回復・向上を可能とする低投入かつ持続可能な環境調和型の農業技術の開発を

継続発展すること。

　本件協力の成果として、機能性輪作作物としてのパールミレットを組み入れた輪作体系

の開発があげられるが、これは低投入持続的農業の確立および開発に資するものである。

　現プロジェクトの到達段階はミレットの大豆増収効果の確認と導入パールミレットの増

殖・評価の段階であり、圃場における体系化技術の確立をめざして、反復した試験により

完成された技術としての信頼性、安定性を高める必要がある。

(４)　日本・ブラジル双方の行ってきた努力を考慮すると、協力期間の延長にかかる強い必要

性は認められない。したがって、当初計画どおり、本プロジェクトの協力期間は1999年

７月31日で終了する。

　なお、プロジェクトにより移転された技術および知識の継続的な開発と普及は、持続的

農業研究システムのいっそうの強化およびブラジル、とりわけセラードの社会・経済開発

を推進するためには不可欠である。

(５)　セラードの農業生産者の営農に資する有用な技術開発を推進するために、CPACは州の

農業研究・普及機関との関係強化に取り組むこと。CPACは、州における農業研究を調整

し、プロジェクトで開発された技術および知見の提供を通じて必要な技術移転を行う。

　CPACは、州の農業研究・普及機関とプロジェクトで開発された技術をもとに、持続的

農業生産システムのための応用技術の開発に取り組み、セラードの持続的農業生産システ

ムの確立に貢献すること。

(６)　日本とブラジルの研究者間で構築された人的関係を双方の継続的な努力により強化する

こと。

(７)　供与機材の技術的な維持管理を保証するメカニズム作りの必要性。

(８)　ブラジル・セラードにおける安定的農業生産および農業環境保全の推進のために、

JICAの技術協力のさらなる開発の重要性。

(９)　バクロウイルスによる大豆害虫の生物防除にかかる研究推進のために、個別専門家派遣

などの他の技術協力スキームによりCPACの技術ニーズに対応することが適切である。
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